答　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

理　　由

第１　異議申立てに至る経緯

　１　異議申立人は、平成18年3月3日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「平成17年度市長交際費（秘書室分）に関する支出調書、現金出納簿またはこれに類する文書（2月末までに作成したもの）（8～10月分を除く）」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成18年4月20日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成18年4月20日付北九秘第5号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知した。異議申立人は、行政文書一部開示決定通知書を平成18年4月21日に受領した。

３　異議申立人は、平成18年6月9日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対して異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

　（１）本件不開示情報は、条例第7条第1号に該当しない。
　　ア　条例第7条第1号に該当する情報は、公の立場を離れた一個人に関する情報、換言すれば、公的領域とは区分される個人の私的領域の情報（プライバシーを中核とした私的領域の情報）であると解するのが相当である。
　　イ　私人が、交際費使用による交際を受けるということは、地方公共団体が公費を使用して行う交際行為に参与することであって、個人の私的領域に属する行為ではない。

　　ウ　仮に、交際の相手方が私人であるものが、形式的に条例第7条第1号本文に該当するとしても、公費の支出により接待を受けている以上、本来市民のために使われるはずのものであるから説明責任の観点から公にされるべき情報であり、ただし書アの「公にすることが予定されている情報」に該当する。

　（２）交際費の相手方に関する情報は、条例第7条第6号に該当しない。
ア　条例第7条第6号の「事務又は事業」とは、法令により地方公共団体が処理すべきこととされている事務（本来的事務）だけであり、交際事務は、本来的事務を円滑に処理するための付随的な事務にすぎない。
イ　本来的事務の執行に支障が生じるおそれについて、実施機関はこれを具体的に立証すべきであるにもかかわらず、一切説明していない。
　　　ウ　市民にとって有益な交際のために公費が支出されているのか、支出額は妥当かについてチェックするために、交際の相手方を明らかにすべきである。

エ　多くの政令指定都市が市長交際費の相手方に関する情報の公開に踏み切った現在、条例の解釈においても、「交際の相手方を公開すれば、相手方との信頼関係を損ない、適切な交際事務ができなくなる」という主張は通用しない。
　　　オ　他の政令指定都市から、交際費の相手方を公開したために適正・円滑な交際事務ができなくなったという話は伝わって来ない。
　（３）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　次の情報は、条例第7条第1号に該当する。
　（１）請求書、領収書及び納品書等の債権者の担当者欄における氏名及び印影は、債権者従業員の情報であり、条例第7条第1号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、かつ、同号ただし書のいずれにも該当しない。
　（２）支払通知書の支払処理済印及び振込書等の出納印の窓口欄における金融機関の担当者の氏名は、金融機関従業員の情報であり、条例第7条第1号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、かつ、同号ただし書のいずれにも該当しない。
（３）資金前渡金支出伺書の市側出席者欄における同席者の氏名は、通訳を業とする法人の従業員の情報であり、条例第7条第1号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、かつ、同号ただし書のいずれにも該当しない。
　（４）案内状の相手方の問合せ先等欄における主催者側の担当者の肩書、氏名、住所及び電話番号並びに出席者欄における主な出席予定者の肩書及び氏名は、主催者側の代表者に関する情報ではなく、事務的な取扱いを行う担当者の情報及び出席予定者の情報であり、条例第7条第1号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、かつ、同号ただし書のいずれにも該当しない。
　（５）請求書の債権者の旧振込口座は、債権者の口座として使用されていない口座で、その銀行名、口座種別、口座番号及び名義人氏名は、本件処分時点では一個人の口座にすぎない情報であり、条例第7条第1号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、かつ、同号ただし書のいずれにも該当しない。
　２　交際の相手方の所属団体名、肩書及び氏名（以下「相手方の氏名等」という。）は、条例第7条第6号に該当する。
　（１）物品購入・修繕伺書、納品確認兼引渡書及び資金前渡出納簿の摘要欄、資金前渡金支出伺書の相手方欄並びに交際費精算内訳書の支出欄における相手方の氏名等は、支出目的が「接遇」に分類されるものであり、条例第7条第6号の不開示情報に該当する。
　（２）交際事務は、その目的、性質に照らして考えると、相手方の氏名等の公表、披露が予定されている場合等は別として、相手方が識別される文書の公開によって相手方の氏名等が明らかにされることになれば、交際の相手方との間の信頼関係あるいは友好関係を損ない、交際それ自体の目的に反し、ひいては交際事務の目的が達成できなくおそれがあり、また、交際事務の適正又は円滑な執行に著しい支障が生じるおそれがあるというべきであるから、交際の支出に関する情報で相手方が識別されるものは、不開示情報に該当する。
（３）支出目的が「接遇」に分類されるものについては、その性質上、その支出の要否や金額等が相手方とのかかわり等をしんしゃくして個別に決定されるものであり、相手方の氏名等の公表、披露が予定されているとか、具体的な金額等が不特定の者に知られ得る状態でされるものとは通常考えられない。
３　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

　（１）本件行政文書は、平成17年度（8～10月分を除く、2月末までに文書として作成したもの）に市長が交際事務を遂行する上で支出した秘書室所管交際費の支出関係文書（支出負担行為伺書、支出命令書、資金前渡請求書兼領収書、支払精算書、物品購入･修繕伺書、物品内訳書、納品確認兼引渡書、見積書、納品書等、請求書兼領収書、支払通知書、資金前渡出納簿、資金前渡支出伺書、交際費精算内訳書、案内状、請求書、領収書、支払証明書、振込書等）である。
　（２）本件行政文書における不開示情報は、次のとおりである。

ア　請求書、領収書及び納品書等の債権者従業員の氏名及び印影

イ　支払通知書及び振込書等の金融機関従業員の氏名

ウ　資金前渡金支出伺書の市側同席者（通訳を業とする法人の従業員）の氏名

エ　案内状の主催者側担当者の肩書、氏名、住所及び電話番号並びに出席予定者の肩書及び氏名

オ　請求書の債権者の旧振込口座

カ　物品購入・修繕伺書、納品確認兼引渡書、資金前渡出納簿、資金前渡金支出伺書及び交際費精算内訳書の相手方の氏名等

２　本件事案の争点

　　　本件異議申立ての争点は、次の２つに要約される。

　
（１）前記第4、1、(2)、ア～オが、条例第7条第1号に該当するか否か（争点1）。
　（２）前記第4、1、(2)、カが、条例第7条第6号に該当するか否か（争点2）。
３　条例第7条第1号該当性についての判断（争点1）
　（１）条例第7条第1号の構造
条例第7条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、個人の権利利益の十分な保護を図るため、特定の個人が識別される情報について不開示とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、

ア　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

イ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ウ　当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分（これらの部分を公にすることにより当該公務員等の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。）については、開示すべきことが定められている。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。
　（２）本号該当性判断
本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、前記第4、1、(2)、ア～オである。当該情報は、いずれも個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができることは明らかであるため本号本文に該当し、かつ、ただし書のいずれにも該当しないので、不開示とすることが妥当である。
４　条例第7条第6号該当性についての判断（争点2）
　（１）条例第７条第6号の構造
条例第７条第6号は、「市の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。
本号は、市の機関等が行う事務又は事業の適正な遂行を確保する観点から、当該事務又は事業の遂行に支障を及ぼすおそれがある情報について、不開示とすることを定めたものである。
　（２）本号該当性判断

ア　本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、前記第4、1、（2）、カである。当該情報は、交際費のうち支出目的が接遇に分類されるものである。

イ　交際費の相手方の氏名等の公開については、すでに最高裁判決（平成17年7月14日最高裁第一小法廷判決　平成13年（行ヒ）第348号）が出ており、当審査会においても、この最高裁判例において示された趣旨に基づき解釈するのが妥当であると考える。

ウ　最高裁判例の趣旨は次のとおりである。
（ア）市の局長等の交際事務は、旧北九州市情報公開条例（平成元年北九州条例第22号。平成13年北九州市条例第42号による全部改正前のもの。）第6条第7号にいう交渉その他の事務事業に該当する。

（イ）上記の交際事務は、相手方が識別される文書の公開によって相手方の氏名等が明らかになれば、交際の相手方との信頼関係あるいは友好関係を損ない、交際事務の目的が達成できなくおそれがあり、また、交際事務の適正又は円滑な執行に著しい支障を生じるおそれがあるというべきであるから、交際費の支出に関する情報で相手方が識別されるものは、原則、非公開情報に該当する。

しかしながら、交際の相手方及び内容が不特定の者に知られ得る状態でされる交際に関するものなど、相手方の氏名等を公表することによって交際の相手方との信頼関係あるいは友好関係を損ない、ひいては交際事務の目的が損なわれたり、交際事務の適正又は円滑な執行に著しい支障が生じたりするおそれがあるとは認められないようなものは、例外として非公開情報に該当しない。
（ウ）支出目的が「懇談」（本件接遇と同義）に分類されるものは、相手方との信頼関係ないし友好関係の維持増進を目的とした費用であり、これらの支出は、その性質上、その要否や金額等が相手方とのかかわり等をしんしゃくして個別に決定されるものであり、支出金額、内容等が不特定の者に知られ得る状態でされるものとは通常考えられないから、上記（イ）に基づき、非公開情報に該当する蓋然性が高いというべきである。

もっとも、例えば、局長等が他の地方公共団体の公務員との間で公式に開催する定例の会合等は、その相手方及び内容が明らかにされても、通常、相手方が不快な感情を抱き、当該交際の目的に反するような事態を招くとはいえないから、そのような類型であれば、非公開情報に当たらないので、具体的な類型を明らかにすべきである。
　
エ　以下、上記最高裁判例において示された趣旨に従い、本件行政文書に記録された交際費の支出に関する情報が本号に該当するかどうかを検討する。
　（ア）交際事務は、地方公共団体の長又はその他の執行機関が、行政執行上、あるいは当該団体の利益のために当該団体を代表し外部との交際を行うことを目的としたものであり、上記ウ（ア）に基づき、本号の事務又は事業に関する情報であると解することが妥当である。
（イ）「接遇」については、上記ウ（イ）及び（ウ）に基づき、原則として本号の非公開情報に該当すると考えられ、本件不開示とされた接遇の記載内容を具体的に見分したところ、「他の地方公共団体の長等との間で公式に開催する定例の会合や公の表彰の際の祝宴等のように相手方及び内容が明らかにされても、通常、これによって相手方が不快な感情を抱き、当該交際の目的に反するような事態を招くとはいえない類型」は確認することができなかった。

　（ウ）したがって、実施機関が本号の非公開情報に該当するとして不開示としたことは条例に反し違法とは認められない。
　　　　オ　なお、異議申立人は、本件接遇の相手方の氏名等は条例第7条第1号に該当しないことも主張しているが、本号に該当すると判断した以上、その余について改めて判断するまでもない。
５　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

　６　付帯意見

現行制度の解釈論としての当審査会の結論は以上のとおりであるが、交際費に関する市民への説明責任、他の政令指定都市の動向等を踏まえ、次のとおり意見を付する。

近時の情報公開の大きな流れの中で、本市においても、「交際費の執行に係る行政文書の開示基準について（平成15年6月30日総務市民局長通知）」を独自に定め、「接遇」及び「見舞い」の相手方の氏名等のみを原則不開示とする以外は原則開示とする運用を行い、交際費の透明化に努めてきたところであり、本答申のとおり、現行開示基準での運用に、条例に反する違法は認められない。
　しかしながら、既に多くの政令指定都市では、交際費については、相手方の氏名等を含めたすべての情報が、原則的に開示されており、本市より更に進んだ運用が行われている状況にある。
また、交際費の開示については、各都市が置かれている社会環境や行政活動等の諸条件が異なることから一律に論ずることは適切ではない面もあるが、交際費も公金である以上、その使途については市民に対して説明責任があり、最近では、より一層の透明性の確保が求められているところである。
　　　よって、交際費の開示基準については、以上の事情を十分に考慮し、改めて調査・検討等が行われることを期待するものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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